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これまでに寄せられた主な質問に関する考え方
（平成１７年１０月施行関係：平成１７年９月７日追加分）

旧措置入所者の利用者負担の取扱い

（問１）食費・居住費の特定負担限度額及び給付率の算定に当たって、基準と

なる額はどのように算出するのか。

（答）

基準額は、指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成

１２年厚生省告示第２１号）別表指定施設サービス等介護給付費単位数表の介

護福祉施設サービスのイ（２ （一）ａ若しくはｂ又は介護福祉施設サービス）

のロ（２ （一）ａ若しくはｂに定める単位数に十円を乗じて算定するものと）

し、地域区分や初期加算等の諸加算は含まないものとする。

（問２）旧措置入所者の利用者負担について 「老齢福祉年金受給者に準ずる、

と認められる者」については、現行どおりの取り扱いとしていいのか。

（答）

お見込みのとおり。

老齢福祉年金受給者に準ずると認められる者とは、介護保険法の施行の際現

に介護保険法施行法第２０条の規定による改正前の老人福祉法（昭和３８年法

律第１３３号）第２８条第１項の規定による被措置者に係る費用徴収が 「老、

人保護措置費の国庫負担について （昭和４７年６月１日厚生省社第４５１号」

） 「 」厚生事務次官通達 別表２に定める費用徴収基準の 対象収入による階層区分

において０円～４２０，０００円に該当するものをいう。

（問３）実質的負担軽減者以外の者については、一般の低所得者と同様の取扱

いとあるが、介護報酬は、一般（旧措置入所者以外）の単位を適用するの

か。

（答）

実質的負担軽減者以外の者についても旧措置入所者であることにかわりはな

く、旧措置入所者の介護報酬の単位を適用することとなる。
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（問４）従来型個室の経過措置については、旧措置入所者についても適用され

るのか。

（答）

従来型個室の経過措置については、旧措置入所者へも適用される。

（問５）平成１７年９月３０日において利用者負担が１０％の方は、利用者負

担を再計算することなく、平成１７年１０月１日以降も１０％となるとい

うことでよいか。

（答）

お見込みのとおり。

（問６）旧措置入所者における認定証の記載方法等はどのようになるのか。

（答）

１ 実質的負担軽減者の記載方法等

① 認定の申請に当たって、実質的負担軽減者は申請書に入所する居室の種別

を記入する。

② 食費及び居住費の特定負担限度額、利用者負担割合の算定にあたっては、

申請書に記入された入所する居室の種別に基づき算定することとする。

③ 「介護保険特定負担限度額認定証」において、居住費の特定負担限度額の

欄は、入所する居室の種別にのみ金額を記載することとし、それ以外の居室

については 「－」または「＊」等を記載することとする （別紙１参照）、 。

④ 「介護保険利用者負担減額・免除等認定証」における給付率については、

入所する居室の種別に基づいて算定した数値を記載することとする。

２ 実質的負担軽減者以外の者の記載方法等

「介護保険特定負担限度額認定証」における記載方法は、一般の利用者と同

様とすることから、居住費の特定負担限度額の欄は、全ての種別の居室に金額

を記載することとする （別紙２参照）。
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（問７）旧措置入所者の受給者異動連絡情報は、どのように入力をすればい

いのか。

（答）

１ 実質的負担軽減者について

受給者異動連絡票情報の項番５１～５５（居室の種別）の入力については、

入所する居室の種別に該当する項番にのみ金額（特定負担限度額）を入力し、

、「 」 。その他の居室に該当する項番については ９９９９ と入力することとする

２ 実質的負担軽減者以外の者について

一般の入所者と同様の取扱いとなる。

来年度の認定証の発行にあたっては、平成１８年６月３０日時点で実質的（問８）

に負担軽減を受けているかどうかを判断するのか。

（答）

来年度の認定証の発行にあたっても、平成１７年９月３０日において実質的

に負担軽減を受けているかどうかにより判断することとなる。

（問９）多床室、従来型個室又はユニット型準個室に入所する利用者負担第２

段階又は第３段階の実質的負担軽減者は、居住費を含め利用者負担額を決

定することとなっている。

この場合、ユニット型準個室を利用すると居住費は０円となり、多床室

を利用すると居住費が３２０円となるケースも生じるが、このような取扱

いでよいか。

（答）

実質的負担軽減者の場合、食費、居住費及び利用者負担の合計が介護保険法

、 。施行前の費用徴収額を上回らないように算定するため こうしたケースもある
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（問１０）実質的負担軽減者以外の旧措置入所者について、一般の入所者と同

様の減免制度を適用した場合、費用徴収額を上回る場合があるが、そのよ

うな取扱いでいいのか。

（答）

実質的負担軽減者以外の旧措置入所者については、一般の入所者と同様の減

免制度が適用されることとなるので、介護保険法施行前の費用徴収額やこれま

での利用者負担額を上回る場合もある。

（問１１）実質的負担軽減者である旧措置入所者が年度途中で、同一施設内に

おいて居室の種別を変更する場合おいては、認定証等の取扱いはどうなる

のか。

（答）

１ 実質的負担軽減者については、入所する居室の種別に対してのみ認定を行う

ことから、居室の種別を変更する場合には、認定証を改めて交付する必要があ

るので、改めて利用者の方から申請が必要となる。

、 「 」 「 」 、２ 申請にあたっては 申請書の 特定負担限度額申請事由 の その他 欄に

「平成○○年○月○日に居室を変更するため」等を記載するなど、適宜対応す

ること。

３ 「介護保険特定負担限度額認定証」の取扱いについては、月の途中で居室の

、 、種別が変更となった場合において 変更後の居室の種別における適用年月日は

申請日の属する月の初日にさかのぼることとする。

４ 居室の種別を変更したことにより、給付率が変更となる場合があるが、その

場合において変更後の給付率は、申請日の属する月の初日にさかのぼって適用

することとする。

５ 居室の種別を変更したことにより、新たに認定をするにあたって、その時点

で要介護度が変更している場合には、変更後の要介護度に対応する介護報酬に

より算定することとする。
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（問１２）実質的負担軽減者である旧措置入所者が年度途中で、Ａ特養から

Ｂ特養に入所した場合において、認定証等の取扱いはどうなるのか。

（答）

１ 認定証を改めて交付する必要があるので、利用者が速やかに申請を行うこと

が必要となる。

２ 「介護保険特定負担限度額認定証」の取扱いについて、施設を変更した場合

において、適用年月日はＢ特養に入所した日から適用することとする。

３ 「介護保険利用者負担減額・免除等認定証」の取扱いについて、Ｂ特養に入

所したことにより、給付率が変更となる場合があるが、その場合において変更

後の給付率は、施設を変更した日の属する月の初日にさかのぼって適用するこ

ととする （この場合、Ａ特養は変更後の給付率を知らないので、保険者と施。

設で連絡をとりあうこと ）。


